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証券コード：9074
平成28年６月８日

株　主　各　位

東京都品川区大崎一丁目11番１号
日 本 石 油 輸 送 株 式 会 社

取締役社長 森 田 公 生

第99回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　このたびの平成28年熊本地震により、被災された皆様に心よりお見舞い申し上げ
ますとともに、一日も早い復旧・復興をお祈り申し上げます。
　さて、当社第99回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの
で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行
使書用紙に賛否をご表示のうえ、平成28年６月28日（火曜日）営業時間終了の時
（午後５時30分）までに到着するよう、折り返しご送付くださいますようお願い申
し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都品川区大崎一丁目11番１号

当社会議室（ゲートシティ大崎ウエストタワー16階）
　(末尾に記載の会場ご案内図をご参照ください。)
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３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第99期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告の内容、

連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監
査結果報告の件

２．第99期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類の内容
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 株式の併合の件
第３号議案 取締役11名選任の件
第４号議案 監査役３名選任の件
第５号議案 役員賞与支給の件

４．招集にあたっての決定事項
　議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３日前までに、議決権の不統一行使
を行う旨およびその理由を書面により当社にご通知ください。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」
につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.jot.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。
なお、これらの書類は、監査役が監査報告書を、会計監査人が会計監査報告書をそれぞれ作成するに際して
監査した連結計算書類および計算書類の一部です。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上
の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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(添付書類)

事　　業　　報　　告
（平成27年 4 月 1 日から

平成28年 3 月31日まで）
Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

１．事業の経過およびその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益は総じて改善の傾向がみられましたが、中国・
新興国経済の減速や原油価格の下落、年明け以降の金融市場の不安定な動き等もあり、先行き不
透明な状況で推移いたしました。
　物流業界におきましては、国内の貨物輸送量の減少傾向が続いており、依然として厳しい事業
環境におかれております。
　このような状況のもと、当社グループは、国内の石油製品や石油化学製品の需要が長期的に減
少すると想定されるなか、化成品における海外輸送業務およびＬＮＧ（液化天然ガス）輸送業務
を成長戦略の中心に位置付け、積極的な営業活動を展開するなど、収益力の向上に取り組みまし
た。
　この結果、当連結会計年度につきましては、売上高は30,921百万円（前年同期比1.5％増）と
なりました。また、燃料油価格の低下に伴う経費の減少もあり、営業利益は994百万円（同35.8％
増）、経常利益は1,298百万円（同27.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は786百万円
（同38.0％増）となりました。
　セグメント別の概況は、次のとおりであります。

（石油輸送事業）
　石油輸送事業につきましては、期前半に消費税増税の反動や製品価格の下落等による需要の回
復が見られたものの、平成26年５月に北海道地区における鉄道輸送が終了したことや、暖冬によ
る需要減の影響により、売上高は減少いたしました。
　この結果、当事業における売上高は15,077百万円（前年同期比1.2％減）となりました。

（高圧ガス輸送事業）
　高圧ガス輸送事業につきましては、需要の拡大が続いているＬＮＧ輸送業務において、新規輸
送の獲得や平成26年９月に新設した営業拠点の本格稼働により、売上高は増加いたしました。
　この結果、当事業における売上高は7,975百万円（前年同期比2.9％増）となりました。
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（化成品・コンテナ輸送事業）
　化成品輸送事業につきましては、国内輸送が堅調に推移したことに加え、海外輸送業務におい
て、平成27年４月にシンガポール駐在員事務所を開設し、アジア地区における販路の拡大に努め
たことにより、売上高は増加いたしました。
　コンテナ輸送事業につきましては、北海道地区を中心とした夏場の野菜類に加え、清涼飲料水
や菓子類の発送が好調だったことにより、売上高は増加いたしました。
　この結果、当事業における売上高は7,702百万円（前年同期比5.7％増）となりました。

（その他事業）
　太陽光発電事業につきましては、平成26年11月に愛知県蒲郡市に当社グループ４番目の太陽
光発電所を新設したことにより、売上高は増加いたしました。
　この結果、当事業における売上高は165百万円（前年同期比12.3％増）となりました。

２．対処すべき課題
　今後のわが国経済は、海外経済の下振れリスクや円高の影響等により、回復基調にあった企業
収益の減速が懸念される等、予断を許さない状況が続くものと予想されます。
　物流業界におきましては、今後も国内貨物輸送量の減少が見込まれているほか、乗務員不足も
問題となっております。さらに、国内の石油製品需要は今後も減少する見通しであるなど、当社
グループは、依然として厳しい事業環境におかれるものと思われます。
　このような状況のもと、当社は平成28年３月に創立70周年を迎え、これを機に「Shift for the 
Next　安全の徹底と質の高いサービスで未来への責任を果たします」をグループのキャッチ
フレーズとして制定いたしました。このキャッチフレーズの下、新しい時代へ向け、グループ
一丸となって挑戦し続けてまいります。
　そのため、引き続き化成品における海外輸送業務とＬＮＧ輸送業務を成長戦略の中心とし、新
規輸送の獲得と収益基盤の拡大に注力してまいります。
　さらに、次世代の自動車用燃料として注目されている水素の輸送についても、中長期的な視野
に立ち、積極的な取り組みを進めてまいります。
　こうした取り組みと並行し、安全の徹底や質の高いサービスの提供のため、安全推進活動の強
化や車両・コンテナの点検・整備体制を充実させてまいります。
　株主の皆様には、今後とも変わらぬご支援ご協力を賜りますようお願い申し上げます。
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３．設備投資および資金調達の状況
　当連結会計年度中における設備投資の総額は、47億円であり、その主なものは、次のとおりで
あります。
（石油輸送事業）

石油タンク車……………………………… 10両
自動車（ローリー等）…………………… 25台

（高圧ガス輸送事業）
自動車（ローリー等）…………………… 40台
自動車営業所建物・設備（ひたちなか市）

（化成品・コンテナ輸送事業）
化成品コンテナ…………………………… 832個
冷蔵等コンテナ…………………………… 524個
自動車（ローリー等）…………………… 15台

　なお、上記の所要資金は、自己資金および借入金等によって調達いたしました。

４．財産および損益の状況の推移

区　　分 第96期
平成24年度

第97期
平成25年度

第98期
平成26年度

第99期
平成27年度

(当連結会計年度)

売 上 高(百万円) 30,472 31,012 30,452 30,921

経 常 利 益(百万円) 773 1,054 1,022 1,298

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益(百万円) 543 810 570 786

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 16円43銭 24円48銭 17円24銭 23円78銭

総 資 産(百万円) 27,296 27,031 28,598 30,271

純 資 産(百万円) 15,662 16,160 16,534 16,754
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５．重要な子会社の状況等（平成28年３月31日現在）
⑴　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
（百万円）

当社の議決権比率
（％） 主要な事業内容

株 式 会 社 エ ネ ッ ク ス 100 100 石油製品・高圧ガス等の貨物自動車
輸送、石油コンビナートの防災業務

近 畿 石 油 輸 送 株 式 会 社 75 100 石油製品・高圧ガス等の貨物自動車
輸送

株 式 会 社 ニ ュ ー ジ ェ イ ズ 48 100 石油化学製品等の貨物自動車輸送、
自動車整備事業

株 式 会 社 Ｊ Ｋ ト ラ ン ス 100 100 石油製品・石油化学製品等の貨物自動
車輸送

⑵　その他
　ＪＸホールディングス株式会社は、当社の株式を9,644千株（議決権比率29.38％）所有し
ており、当社は同社の持分法適用関連会社であります。当社は同社の子会社であるＪＸエネル
ギー株式会社（平成28年１月１日付けにて、ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社より商号変更）
から、石油製品の鉄道タンク車・タンクローリー輸送等の委託を受けております。

６．主要な事業内容（平成28年３月31日現在）
　当社グループにおける主要な事業内容は、次のとおりであります。

セ グ メ ン ト の 名 称 主　要　な　事　業　内　容

石 油 輸 送 事 業 石油製品（ガソリン・灯油等）の鉄道タンク車輸送・貨物自動車輸送

高 圧 ガ ス 輸 送 事 業 高圧ガス（ＬＮＧ等）の鉄道コンテナ輸送・貨物自動車輸送および
複合一貫輸送

化 成 品 ・ コ ン テ ナ 輸 送 事 業
石油化学製品等の鉄道コンテナ輸送・貨物自動車輸送ならびに国内
および国際複合一貫輸送、各種コンテナのリース、鉄道用冷蔵・冷凍
コンテナ等のレンタル・リース

そ の 他 事 業 太陽光発電事業
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７．主要な事業所（平成28年３月31日現在）
⑴　当社

名　称 所在地または事業所名およびその所在地

本　社 東京都品川区大崎一丁目11番１号

支　店 北海道支店（札幌市）、東北支店（仙台市）、関東支店（川崎市）、
中部支店（四日市市）、関西支店（大阪市）、九州支店（福岡市）

⑵　子会社

会 社 名 所 在 地

株 式 会 社 エ ネ ッ ク ス 本社 東 京 都 品 川 区

近 畿 石 油 輸 送 株 式 会 社 本社 四 日 市 市

株 式 会 社 ニ ュ ー ジ ェ イ ズ 本社 四 日 市 市

株 式 会 社 Ｊ Ｋ ト ラ ン ス 本社 川 崎 市

８．従業員の状況（平成28年３月31日現在）
⑴　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

1,403名 27名増

（注）従業員数は就業人員であります。

⑵　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

163名 3名減 42.0歳 16.5年

（注）従業員数は就業人員であります。
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９．主要な借入先（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高（百万円）

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 60

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 50

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 50

Ⅱ．会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在）
１．発行可能株式総数 60,000,000株
２．発行済株式の総数 33,229,350株（自己株式112,746株を含む）
３．株主数 3,928名
４．大株主

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

Ｊ Ｘ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 9,644 29.12

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 1,299 3.92

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 788 2.38

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 706 2.13

日 本 車 輌 製 造 株 式 会 社 669 2.02

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 578 1.75

シービーエヌワイ デイエフエイ インターナショナル
ス モ ー ル  キ ャ ッ プ  バ リ ュ ー  ポ ー ト フ ォ リ オ 561 1.69

日 本 石 油 輸 送 グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 459 1.39

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 日 本 興 亜 株 式 会 社 438 1.32

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 435 1.31
（注）⒈　持株比率は、自己株式（112,746株）を控除して計算しております。

⒉　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社および日本マスタートラスト信託銀行株式会社の持株数
は、信託業務にかかわる株式であります。
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５．その他の株式に関する重要な事項
　当社は、平成28年５月13日開催の取締役会において、単元株式数の変更（1,000株から100株
に変更）に係る定款の一部変更について決議するとともに、平成28年６月29日開催予定の定時株
主総会に、株式の併合に関する議案（10株を１株に併合し、発行可能株式総数を60百万株から
６百万株に変更）を付議することを決議いたしました。この定款の一部変更ならびに株式の併合
および発行可能株式総数の変更は、当該定時株主総会において株式の併合に関する議案が承認可決
されることを条件として、平成28年10月1日をもって、その効力が生ずるものとしております。

Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項（平成28年３月31日現在）
　該当事項はありません。
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Ⅳ．会社役員に関する事項
１．取締役および監査役の氏名等（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 栗 　 本 　 　 　 透
代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 森 　 田 　 公 　 生

取 締 役
専 務 執 行 役 員 畑 　 　 　 義 　 昭 営業部門、技術部管掌

取 締 役
常 務 執 行 役 員 天 　 野 　 喜 　 司 総務部、経理部、情報システム部管掌

取 締 役
執 行 役 員 戸 井 田 　 俊 　 明 人事部管掌　人事部長

取 締 役
執 行 役 員 髙 　 橋 　 文 　 弥 石油部、グループ安全推進部管掌　石油部長

取 締 役
執 行 役 員 田 長 丸 　 雅 　 司 ＬＮＧ部、化成品部管掌　化成品部長

取 締 役 原 　 　 　 昌 一 郎 株式会社エネックス　代表取締役社長

取 締 役 杉 森 　 務 ＪＸホールディングス株式会社　取締役
ＪＸエネルギー株式会社　代表取締役社長

取 締 役 大 　 橋 　 康 　 利 日本貨物鉄道株式会社　取締役専務執行役員

社 外 取 締 役 坂 之 上 　 洋 　 子 経営ストラテジスト、著作業

常 勤 監 査 役 吉 　 田 　 秀 　 穂

監 査 役 佐 　 藤 　 　 　 驍

社 外 監 査 役 赤 　 井 　 文 　 彌
卓照綜合法律事務所　弁護士
京成電鉄株式会社　社外取締役
日本空港ビルデング株式会社　社外監査役

社 外 監 査 役 原 　 島 　 正 　 之 公認会計士、税理士

（注）⒈　平成27年6月26日開催の第98回定時株主総会において、坂之上洋子氏は取締役に新たに選任され
就任いたしました。

⒉　監査役のうち原島正之氏は、公認会計士および税理士の資格を有しており、財務および会計に関する
相当程度の知見を有するものであります。
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⒊　当社は、社外取締役 坂之上洋子および社外監査役 原島正之各氏について、一般株主と利益相反の生
じるおそれがなく、高い独立性を有しているものと判断し、東京証券取引所の上場規則に定める独立
役員として、同取引所に対し届出を行っております。

（ご参考）
　　　　当社は執行役員制度を導入しており、執行役員（取締役兼務者を除く）は、次のとおりで
　　　あります。

(平成28年３月31日現在)

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

執 行 役 員 青 　 野 　 　 　 滋 技術部長

執 行 役 員 竹 　 本 　 明 　 彦 石油部部長兼グループ安全推進部長

執 行 役 員 松 　 井 　 克 　 浩 ＣＳＲ推進室長兼総務部長

執 行 役 員 大 　 内 　 　 　 満 ＬＮＧ部長

執 行 役 員 岡 　 﨑 　 基 　 太 経理部長兼情報システム部長

２．取締役および監査役の報酬等の額

区　分
報 酬 賞 与 合 計

支給人員 支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員 支 給 額

取 締 役
（内社外役員）

11名
(1名)

145,620千円
(6,300千円)

11名
(1名)

52,160千円
(2,000千円)

11名
(1名)

197,780千円
(8,300千円)

監 査 役
（内社外役員）

4名
(2名)

31,500千円
(11,040千円)

4名
(2名)

10,650千円
(3,560千円)

4名
(2名)

42,150千円
(14,600千円)

合 計
（内社外役員）

15名
(3名)

177,120千円
(17,340千円)

15名
(3名)

62,810千円
(5,560千円)

15名
(3名)

239,930千円
(22,900千円)

（注）⒈　上記の賞与支給額は、平成28年6月29日開催の第99回定時株主総会において付議し、原案どおり承
認可決されることを条件として支払う予定額であります。

⒉　上記の取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与等は含まれておりません。
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３．社外役員に関する事項
⑴　重要な兼職先と当社との関係

・監査役 赤井文彌氏は、卓照綜合法律事務所所属の弁護士であり、当社は同事務所と顧問契約
を締結しております。また、京成電鉄株式会社の社外取締役および日本空港ビルデング株式
会社の社外監査役に就任しておりますが、当社と各社との間には契約関係その他特別な関係
はありません。

・監査役 原島正之氏は、個人の公認会計士・税理士事務所を開設しておりますが、当社と同事
務所との間には契約関係その他特別な関係はありません。

⑵　当事業年度における主な活動状況
・取締役会への出席の状況

社　外　取　締　役 社　外　監　査　役

坂之上　洋　子 12回中12回
赤　井　文　彌 14回中11回

原　島　正　之 14回中14回
（注）社外取締役 坂之上洋子氏は、平成27年6月26日開催の第98回定時株主総会において選任されたため、出

席すべき取締役会の開催回数が他の社外監査役と異なります。

・監査役会への出席の状況

社　外　監　査　役

赤　井　文　彌 12回中 ９回

原　島　正　之 12回中12回

・取締役会における発言の状況
社外取締役および社外監査役の各氏は、取締役会において、その豊富な知識と経験を活かし、
決議事項や報告事項について適宜質問をするとともに、必要に応じて独立した立場から意見
を述べております。

・監査役会における発言の状況
社外監査役の各氏は、社外監査役としての監査報告のほか、他の監査役が行った監査につい
て適宜質問をするとともに、必要に応じて独立した立場から意見を述べております。
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⑶　責任限定契約の内容の概要
・当社は、会社法第427条第１項および定款第27条の規定により、社外取締役との間で、社外

取締役の会社に対する会社法第423条第１項に定める損害賠償責任を限定する旨の契約（責
任限定契約）を締結しており、社外取締役がその職務を行うにつき善意であり、かつ重大な
過失がないときは、その責任については会社法第425条第１項に定める額（当該社外取締役
の報酬等の２年分に相当する額）を限度とすることとしています。

・当社は、会社法第427条第１項および定款第37条の規定により、社外監査役２名との間で、
社外監査役の会社に対する会社法第423条第１項に定める損害賠償責任を限定する旨の契約
（責任限定契約）を締結しており、社外監査役がその職務を行うにつき善意であり、かつ重
大な過失がないときは、その責任については会社法第425条第１項に定める額（当該社外監
査役の報酬等の２年分に相当する額）を限度とすることとしています。

Ⅴ．会計監査人の状況
１．会計監査人の名称　　　　有限責任 あずさ監査法人

２．責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

３．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

区　分 内　　　　　容 金額（百万円）

⑴ 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 38

⑵ 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 38

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報
酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記⑴の金額はこれらの合計額を記
載しております。

４．会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、
会計監査人の監査計画の内容、監査の実施状況および報酬見積りの算出根拠等を確認・検討した
結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。
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５．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人に職務上の義務違反、非行等が発生した場合、当該会計監査人の解任
または不再任に関する議案を株主総会へ提案することといたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認めら
れた場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

Ⅵ．会社の体制および方針
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を

確保するための体制ならびに運用状況の概要
⑴　内部統制システム構築の目的および推進組織

　当社は以下に定める内部統制システムを構築し、これを継続的に改善することにより、業務
の適正性、効率性を確保し、もって当社および当社グループの信頼性の向上を目指すものとす
る。
　内部統制システムの構築にあたっては、以下に定める方針に基づき取り組みを進めるととも
に、「グループＣＳＲ委員会」および「ＣＳＲ委員会」を通じたＣＳＲ推進活動によるコンプ
ライアンスや品質管理等の改善成果を適宜取り入れ、より適正性、効率性の高いシステムの構
築を目指すものとする。

⑵　内部統制システム構築の内容の概要
①　当社およびグループ会社の取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合すること

を確保するための体制
ア．当社は、グループ会社を含めた取締役、執行役員および従業員がそれぞれの立場でコン

プライアンスを自らの問題としてとらえ業務運営にあたるように、「ＪＯＴグループ・
ミッション」、「ＪＯＴグループ倫理行動基準」を定めており、これを浸透させる。

イ．当社およびグループ会社は、内部通報規程を制定し、ヘルプラインを設け、不正行為が
発生している場合は、グループ各社の社長にその旨を報告することとし、コンプライア
ンスの実効性を確保する。

ウ．当社は、財務報告の信頼性の確保および金融商品取引法に基づく内部統制報告書の記載
を適正に行うため、財務報告に係る内部統制システムを構築し、その仕組みが適正に機
能することを評価し、必要な是正を行う。

エ．当社は、インサイダー取引についても、内部者取引管理規程の遵守を徹底させその防止
を図る。

オ．以上整備した内部統制システムについて、当社は、社長直属の内部監査室が内部監査し、
コンプライアンスの実効性を確保する。
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②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ア．業務のそれぞれの所管部署が、株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書、その他業務

執行に関わる文書等（含む電子文書）を、法令または文書取扱規程に基づいて作成・保
管する。

イ．情報の管理については、文書取扱規程、内部者取引管理規程、個人情報保護規程等に基
づき管理し、会社情報の不正使用、漏洩を防止する。

ウ．取締役および監査役は、常にこれらの文書等を閲覧できるものとする。

③　当社およびグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．当社は、コンプライアンス委員会において、リスクマネジメントについて検討を実施し、

各部署にてリスクとそれに対する対応策をまとめ、実行する。リスク対応の検証と改善
は、コンプライアンス委員会において実施し、必要に応じて、状況を取締役会に報告す
る。

イ．当社は、大規模な災害や事故等のリスク対応として、事業の継続性を確保するための体
制（ＢＣＰ・事業継続計画）を整備する。

ウ．グループ会社は、リスク管理に関する体制整備等を、グループＣＳＲ委員会の活動等を
通じて実施する。また、グループ共通の重要なテーマである安全活動については、
グループ各社社長をメンバーとする「グループ安全対策本部」を設置し、グループ一体
となった事故防止・安全活動の推進を行う。

④　当社およびグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制

ア．当社は、経営機構ならびに職務の分担および意思決定権限を定め、責任の所在を明確に
し、具体的な分担・権限について、組織規程、職務権限規程等社内規程に定める。さら
には、業務執行の迅速化と職務責任の明確化を図るため、執行役員を選任し、取締役会
で定めた職務を執行させる。

イ．当社は、取締役会において中期経営見通しを達成することを目標とした年度毎の予算を
設定し、その達成状況の報告、必要な改善の討議は、取締役、執行役員および部長が出
席する経営会議を毎月開催して実施する。

ウ．当社は、職務分掌、指揮命令系統、権限および意思決定その他組織に関する基準等を定
め、グループ会社にこれに準拠した体制を構築させる。
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⑤　グループ会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　グループ会社運営規程により、グループ社長会を毎月開催し、グループ各社の事業内容お
よび予算の達成状況の定期的な報告ならびに重要案件の討議を行うとともに、グループ会社
の案件で当社取締役会付議事項に該当する場合については、当社取締役会の承認を得ること
とする。

⑥　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する体制

　監査役の職務を補助すべき者を求められた場合は、監査役との協議の上、適切と考えられ
る従業員を置く。

⑦　前記⑥の使用人の当社の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確
保に関する事項

　前項の従業員は、監査役の指揮命令に従い業務を実施させるものとし、当該従業員の人事
評価、人事異動等に関わる事項の決定は、事前に監査役会の同意を得るものとする。

⑧　当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
ア．当社の取締役、執行役員および従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社お

よびグループ会社に重大な影響を及ぼす事項、内部通報制度による通報内容および監査
役が報告を求めた業務執行に関する事項を速やかに報告するものとする。また、稟議書、
無償供与報告書等の重要な業務の執行状況を示す文書は、決裁後、書面にて監査役に報
告する体制とする。

イ．グループ会社の取締役および従業員は、当社の監査役から業務執行に関する事項につい
て求められた場合は、速やかに報告するものとする。また、当社の内部通報制度の担当
部門は、グループ会社の取締役および従業員からの内部通報状況について、速やかに当
社の監査役へ報告するものとする。

ウ．当社の監査役へ報告を行った当社およびグループ会社の取締役、執行役員および従業員
に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨
をグループ全体に周知徹底する。

エ．当社は、監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求があった
場合は、担当部門において内容を審議し、必要と認められる場合には、速やかに当該費
用を支出するものとする。
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⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　グループ社長会、経営会議、支店長会議等法定以外の主要会議にも、監査役が出席して重
要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握できる体制とする。

⑩　反社会的勢力排除に向けた体制の整備
　当社グループは、健全な市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対し
ては、断固たる態度をとって一切の関係をもつことなく、これらの勢力を助長する行為は行
わない旨を「ＪＯＴグループ倫理行動基準」に定め、取締役、執行役員および従業員がこの
行動基準を遵守するよう徹底する。

(3)　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　コンプライアンスに関する事項

ア．当社は、コンプライアンス委員会（年１回開催）にて、年度の方針および計画を定め、
コンプライアンス意識向上に向けた様々な施策を実施いたしました。また、当社および
グループ各社の従業員を対象に、コンプライアンス意識や業務関連法令の理解度等の実
態を把握し、各施策の効果を検証するため、コンプライアンスチェックを実施いたしま
した。

イ．内部通報制度（ヘルプライン）については、グループ社内報等にて、制度内容や通報先
に関し周知を図りました。また、内部通報規程の内容の明確化を図るべく、全グループ
会社において、規程の一部改定を実施いたしました。

②　リスク管理に関する事項
ア．当社は、過去より企業経営に重大な影響を与えるリスクの選定と必要な対策を実施して

おり、本年度も各部署において、事業環境の変化等を踏まえたリスクおよびその対策の
見直しを実施いたしました。

イ．グループ共通の重要なテーマである安全活動については、グループ安全対策本部会議（年
２回開催）にて決定したグループ安全運動方針および計画をもとに、各安全活動を実施
いたしました。発生した事故・問題等については、グループ会社にて情報共有し、対策
等を協議・検討するなど、さらなる安全管理体制の強化を図りました。

③　取締役の職務の執行に関する事項
ア．当社は、取締役、執行役員および部長クラスの経営幹部が出席する経営会議（原則とし

て毎月１回開催）において、取締役会決議事項も含め、会社経営上の重要事項を多面的
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な角度から検討・審議いたしました。また、取締役会においては、事前審議により議案
の論点を整理し、可能な限り資料の事前提供を実施するなど、取締役の業務執行の適正
性や効率性の向上に努めました。

イ．取締役会における監督機能の強化、グループ経営の深度化および効率的な運用に向け、
当社およびグループ会社における決裁基準および会議運営方法等の見直し（取締役会規
則、グループ会社運営規程、職務権限規程等の一部改定）を実施いたしました。

④　グループ会社に関する事項
　当社取締役およびグループ会社の社長が出席するグループ社長会（原則として毎月１回開
催）において、グループ会社間における情報共有、課題把握および重要事項の討議を行いま
した。

⑤　監査役に関する事項
　常勤監査役は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、稟議書等の
重要な業務の執行状況を示す文書を閲覧したほか、グループ社長会、経営会議、支店長会議
（年２回開催）等の主要会議に参加し、そこで得られた会社情報等を、監査役会を通じ、他
監査役へ情報提供いたしました。

２．株式会社の支配に関する基本方針
　特に定めておりません。

※本文中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成28年３月31日現在)

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
コ ン テ ナ
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

5,737,975
1,878,196
3,465,992

28,869
245,611
119,305

24,533,666
19,803,825

1,821,488
4,426,740
3,039,716
5,428,088
4,998,641

13,640
75,509
25,291
25,291

4,704,549
3,674,401

51,184
507,015
471,948

負 債 の 部
流 動 負 債 6,222,033

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,808,338
短 期 借 入 金 447,469
リ ー ス 債 務 1,389,943
未 払 金 691,216
未 払 法 人 税 等 397,500
賞 与 引 当 金 589,000
役 員 賞 与 引 当 金 89,570
そ の 他 808,995

固 定 負 債 7,295,348
リ ー ス 債 務 3,647,827
繰 延 税 金 負 債 300,056
修 繕 引 当 金 326,133
退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,635,382
そ の 他 385,948

負 債 合 計 13,517,381
純 資 産 の 部
株 主 資 本 16,308,131

資 本 金 1,661,467
資 本 剰 余 金 290,602
利 益 剰 余 金 14,389,946
自 己 株 式 △ 33,885

その他の包括利益累計額 446,129
その他有価証券評価差額金 571,817
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 443
退職給付に係る調整累計額 △ 125,245

純 資 産 合 計 16,754,260
資 産 合 計 30,271,641 負 債 及 び 純 資 産 合 計 30,271,641
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連 結 損 益 計 算 書
（自　平成27年 4 月 1 日

至　平成28年 3 月31日）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 30,921,277
売 上 原 価 28,001,950

売 上 総 利 益 2,919,327
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,925,133

営 業 利 益 994,193
営 業 外 収 益

受 取 利 息 174
受 取 配 当 金 90,179
固 定 資 産 賃 貸 料 236,628
固 定 資 産 売 却 益 140,022
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 20,010
そ の 他 61,935 548,951

営 業 外 費 用
支 払 利 息 68,507
固 定 資 産 除 売 却 損 48,497
固 定 資 産 賃 貸 費 用 102,323
そ の 他 25,726 245,054
経 常 利 益 1,298,089

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 64,889
そ の 他 3,300 68,189

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 76,146
そ の 他 の 投 資 評 価 損 9,230 85,376

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,280,903
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 526,997
法 人 税 等 調 整 額 △ 33,044
当 期 純 利 益 786,949
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 ―
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 786,949
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連結株主資本等変動計算書
（自　平成27年 4 月 1 日

至　平成28年 3 月31日）
（単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成27年４月１日残高 1,661,467 290,602 13,834,842 △ 32,577 15,754,335
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 231,845 △ 231,845

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 786,949 786,949

自 己 株 式 の 取 得 △ 1,308 △ 1,308

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 555,104 △ 1,308 553,795
平成28年３月31日残高 1,661,467 290,602 14,389,946 △ 33,885 16,308,131

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成27年４月１日残高 812,610 3,443 △ 35,427 780,626 16,534,962
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 231,845

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 786,949

自 己 株 式 の 取 得 △ 1,308

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △ 240,792 △ 3,886 △ 89,818 △ 334,497 △ 334,497

連結会計年度中の変動額合計 △ 240,792 △ 3,886 △ 89,818 △ 334,497 219,298
平成28年３月31日残高 571,817 △ 443 △ 125,245 446,129 16,754,260
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貸　借　対　照　表
(平成28年３月31日現在)

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
営 業 未 収 入 金
リ ー ス 投 資 資 産
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両
コ ン テ ナ
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

4,813,769
1,850,291
2,849,681

10,059
988

1,382
73,345
28,019

16,098,533
10,263,827

773,932
353,845
853,774

2,576,377
2,997,739

37,652
1,686,721

970,144
13,640
16,741
16,741

5,817,963
811,239

3,066,789
1,954,685

280,733
105,515

△ 401,000

負 債 の 部
流 動 負 債 5,791,086

営 業 未 払 金 2,323,217
短 期 借 入 金 2,390,112
リ ー ス 債 務 158,267
未 払 金 352,548
未 払 法 人 税 等 220,900
未 払 消 費 税 等 54,925
未 払 費 用 39,399
預 り 金 35,755
為 替 予 約 640
賞 与 引 当 金 149,000
役 員 賞 与 引 当 金 62,810
資 産 除 去 債 務 3,510

固 定 負 債 2,200,749
リ ー ス 債 務 816,831
長 期 未 払 金 80,345
長 期 預 り 保 証 金 38,100
繰 延 税 金 負 債 159,881
退 職 給 付 引 当 金 860,907
修 繕 引 当 金 244,683

負 債 合 計 7,991,836
純 資 産 の 部
株 主 資 本 12,377,348

資 本 金 1,661,467
資 本 剰 余 金 290,602

資 本 準 備 金 290,602
利 益 剰 余 金 10,453,456

利 益 準 備 金 415,366
そ の 他 利 益 剰 余 金 10,038,089
配 当 引 当 積 立 金 100,000
自 家 保 険 積 立 金 500,000
特 別 償 却 準 備 金 394,532
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 316,799
別 途 積 立 金 280,000
繰 越 利 益 剰 余 金 8,446,757

自 己 株 式 △ 28,178
評 価 ・ 換 算 差 額 等 543,117

その他有価証券評価差額金 543,560
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 443

純 資 産 合 計 12,920,466
資 産 合 計 20,912,302 負 債 及 び 純 資 産 合 計 20,912,302
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損　益　計　算　書
（自　平成27年 4 月 1 日

至　平成28年 3 月31日）
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 25,933,312
売 上 原 価 24,113,024

売 上 総 利 益 1,820,288

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,372,456

営 業 利 益 447,831

営 業 外 収 益

受 取 利 息 23,444

受 取 配 当 金 138,557

固 定 資 産 賃 貸 料 301,235

そ の 他 210,238 673,475

営 業 外 費 用

支 払 利 息 25,300

そ の 他 237,344 262,644

経 常 利 益 858,661

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 63,116 63,116

特 別 損 失

そ の 他 の 投 資 評 価 損 3,860 3,860

税 引 前 当 期 純 利 益 917,918

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 313,300

法 人 税 等 調 整 額 693

当 期 純 利 益 603,924
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株主資本等変動計算書
（自　平成27年 4 月 1 日

至　平成28年 3 月31日）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
配当引当
積 立 金

自家保険
積 立 金

特別償却
準 備 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

平成27年４月１日残高 1,661,467 290,602 290,602 415,366 100,000 500,000 367,595 317,571 280,000
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
特別償却準備金の積立 91,423
特別償却準備金の取崩 △ 64,487
固定資産圧縮積立金の積立 7,441
固定資産圧縮積立金の取崩 △ 8,213
株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額（純 額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 26,936 △ 771 －
平成28年３月31日残高 1,661,467 290,602 290,602 415,366 100,000 500,000 394,532 316,799 280,000

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産
合 計

利 益 剰 余 金
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計その他利益剰余金 利 益

剰 余 金
合 計繰越利益剰余金

平成27年４月１日残高 8,100,842 10,081,376 △ 26,869 12,006,577 790,066 3,443 793,509 12,800,087
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 231,845 △ 231,845 △ 231,845 △ 231,845
当 期 純 利 益 603,924 603,924 603,924 603,924
自 己 株 式 の 取 得 △ 1,308 △ 1,308 △ 1,308
特別償却準備金の積立 △ 91,423
特別償却準備金の取崩 64,487
固定資産圧縮積立金の積立 △ 7,441
固定資産圧縮積立金の取崩 8,213
株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額（純 額） △ 246,505 △ 3,886 △ 250,391 △ 250,391

事業年度中の変動額合計 345,915 372,079 △ 1,308 370,770 △ 246,505 △ 3,886 △ 250,391 120,378
平成28年３月31日残高 8,446,757 10,453,456 △ 28,178 12,377,348 543,560 △ 443 543,117 12,920,466
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

平成28年５月９日
日本石油輸送株式会社

取 締 役 会　御中
有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 金　子　能　周 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 宮　下　卓　士 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本石油輸送株式会社の平成27年４月１日から平
成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査
を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、日本石油輸送株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

平成28年５月９日
日本石油輸送株式会社

取 締 役 会 御中
有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 金　子　能　周 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 宮　下　卓　士 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本石油輸送株式会社の平成27年４月１日
から平成28年３月31日までの第99期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書謄本
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第99期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締
役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で
監査を実施しました。
　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、財務報告に係
る内部統制については、取締役等及び有限責任 あずさ監査法人から当該内部統制の評価及び監査の
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月９日

日本石油輸送株式会社　監査役会

常勤監査役 吉　田　秀　穂 ㊞
監　査　役 佐　藤　　　驍 ㊞
社外監査役 赤　井　文　彌 ㊞
社外監査役 原　島　正　之 ㊞

以　上
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株主総会参考書類
（議案および参考事項）

第１号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
〔期末配当に関する事項〕
　当社は、株主の皆様に対する安定的な配当の継続を利益配分に関する基本方針としております。
この方針のもと、第99期の期末配当につきましては、業績や企業体質の充実強化、今後の事業展開
等を勘案し、また当期が会社創立70周年に当たりますので、株主の皆様のご支援にお応えするため
の記念配当を実施するものとし、以下のとおりといたしたいと存じます。

⑴　配当財産の種類
　金銭といたします。

⑵　株主の皆様に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　当社普通株式１株につき金６円（普通配当４円、記念配当２円）
　総額 198,699,624円

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
平成28年６月30日

第２号議案　株式の併合の件
１．株式の併合を行う理由

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」に基づき、すべての国内上場会社の
普通株式の売買単位（単元株式数）を最終的に100株に集約することを目指しており、その移行
期限が平成30年10月1日とされました。当社といたしましては、これに対応し、会社法の定めに
従い、平成28年5月13日開催の取締役会の決議をもって、当社の単元株式数を現在の1,000株か
ら100株に変更することといたしました。

これにあたり、単元株式数の変更後も、当社株式の売買単位あたりの価格の水準を維持し、ま
た各株主様の議決権の数に変更が生じることがないよう、当社株式について10株を１株にする併
合を行うとともに、発行可能株式総数についても、当該株式の併合の割合で現行の60百万株から
6百万株に変更するものであります。

なお、上記の単元株式数の変更は、本議案が承認可決されることを条件として、平成28年10
月1日をもって、その効力が生ずるものとしております。

２．併合の割合
当社の普通株式について、10株を１株に併合いたします。
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なお、株式の併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに従い、
当社が一括して処分し、その代金を端数が生じた株主様に対して、端数の割合に応じて交付い

たします。

３．効力発生日
平成28年10月１日

４．効力発生日における発行可能株式総数
6,000,000株
なお、株式の併合を行うことにより、会社法の定めに基づき、その効力発生日に、発行可能株

式総数に係る定款の変更をしたものとみなされます。

【ご参考】
　本議案が承認された場合には、平成28年10月1日をもって、当社定款の一部が次のとおり変更さ
れることとなります。

（下線部が変更部分）
現　行　定　款 変　更　案

（発行可能株式総数）
第６条　当会社の発行可能株式総数は、6,000

万株とする。

（単元株式数）
第８条　当会社の単元株式数は、1,000株とす
　る。

（発行可能株式総数）
第６条　当会社の発行可能株式総数は、600万

株とする。

（単元株式数）
第８条　当会社の単元株式数は、100株とす
　る。
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第３号議案　取締役11名選任の件
　取締役全員 (11名) が、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役11名の選任を
お願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

１
くり

栗
 

　
もと

本
 

　
 

　
 

　
とおる

透
(昭和18年８月14日生)

昭和41年 ４月 当社入社

150,000株

平成 ３年 ６月 当社取締役人事部長
平成 ７年 ４月 当社取締役横浜支店長
平成 ８年 ４月 当社常務取締役経営企画室長兼管理本部長
平成10年 ６月 当社常務取締役経営企画室長兼管理本部長

兼人事グループ部長
平成11年４ 月 当社常務取締役経営企画室長兼管理本部長
平成12年４ 月 当社常務取締役
平成12年６ 月 当社取締役

株式会社エネックス代表取締役社長
平成17年６ 月 当社代表取締役社長
平成23年６ 月 当社代表取締役社長 社長執行役員
平成24年６ 月 当社代表取締役会長（現職）

２
もり

森
 

　
た

田
 

　
きみ

公
 

　
お

生
(昭和23年２月18日生)

昭和45年 ４月 当社入社

77,000株

平成15年 ６月 当社取締役化成品部長
平成17年 ６月 株式会社エネックス代表取締役社長
平成20年 ６月 当社取締役
平成23年 ６月 当社代表取締役副社長執行役員
平成23年 ７月 当社代表取締役副社長執行役員営業２部統

括部長
平成24年４ 月 当社代表取締役副社長執行役員
平成24年６ 月 当社代表取締役社長 社長執行役員（現職）
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

３
はた

畑
 

　
 

　
 

　
よし

義
 

　
あき

昭
(昭和27年11月15日生)

昭和50年 ４月 日本石油株式会社（現ＪＸエネルギー株式
会社）入社

28,000株

平成16年 ７月 同社関東第３支店長
平成19年 ６月 当社取締役
平成20年 ６月 当社常務取締役
平成23年 ６月 当社取締役常務執行役員
平成23年 ７月 当社取締役常務執行役員営業１部統括部長
平成24年 ４月 当社取締役常務執行役員
平成24年 ６月 当社取締役専務執行役員（現職）
〔当社における現在の担当〕

営業部門、技術部管掌

４
あま

天
 

　
の

野
 

　
きよ

喜
 

　
し

司
(昭和24年５月17日生)

昭和50年 ４月 当社入社

30,000株

平成13年 ４月 当社経理部長
平成15年 ６月 当社取締役経理部長
平成21年 ６月 当社常務取締役経理部長
平成23年 ６月 当社取締役常務執行役員経理部長
平成24年 ４月 当社取締役常務執行役員（現職）
〔当社における現在の担当〕

総務部、経理部、情報システム部管掌

５
たか

髙
 

　
はし

橋
 

　
ふみ

文
 

　
や

弥
(昭和36年12月22日生)

昭和60年 ４月 当社入社

5,000株

平成21年 ４月 当社コンテナ部長
平成23年 ４月 当社コンテナ部長兼事業開発室長
平成23年 ６月 当社執行役員コンテナ部長兼事業開発室長
平成23年 ７月 当社執行役員営業３部２グループ部長兼

事業開発室長
平成24年 ４月 当社執行役員コンテナ部長兼事業開発室長
平成25年 ４月 当社執行役員関東支店長
平成25年 ６月 当社取締役執行役員関東支店長
平成27年 ４月 当社取締役執行役員石油部長（現職）
〔当社における現在の担当〕

石油部、グループ安全推進部管掌
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

６
た

田
おさ

長
まる

丸
 

　
まさ

雅
 

　
し

司
(昭和38年９月24日生)

昭和61年 ４月 当社入社

8,000株

平成20年 ４月 株式会社エネックス営業二部長
平成23年 ６月 当社執行役員
平成23年 ７月 当社執行役員営業２部１グループ部長兼

営業２部２グループ部長
平成24年 ４月 当社執行役員ＬＮＧ部長
平成26年 ６月 当社取締役執行役員化成品部長（現職）
〔当社における現在の担当〕

ＬＮＧ部、化成品部管掌

７

※
おか

岡
ざき

﨑
もと

基
た

太
(昭和40年11月18日生)

昭和63年 ４月 当社入社

5,000株

平成22年 ４月 近畿石油輸送株式会社総務部長
平成24年 ４月 当社経理部長
平成27年 ４月 当社経理部長兼情報システム部長
平成27年 ６月 当社執行役員経理部長兼情報システム部長

（現職）

８
はら

原
 

　
 

　
 

　
しょう

昌
いち

一
ろう

郎
(昭和37年12月８日生)

昭和60年 ４月 当社入社

11,000株

平成21年 ４月 当社石油部長兼グループ環境安全部長
平成23年 ６月 当社執行役員石油部長兼グループ環境安全

部長
平成23年７ 月 当社執行役員営業１部１グループ部長兼

グループ環境安全部長
平成24年４ 月 当社執行役員石油部長
平成24年６ 月 当社取締役執行役員石油部長
平成25年４ 月 当社取締役執行役員石油部長兼グループ

安全推進部長
平成27年４ 月 当社取締役（現職）

株式会社エネックス常務取締役
平成27年６ 月 株式会社エネックス代表取締役社長（現職）
〔重要な兼職の状況〕

株式会社エネックス代表取締役社長
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

９
すぎ

杉
 

　
もり

森
 

　
 

　
 

　
つとむ

務
(昭和30年10月21日生)

昭和54年 ４月 日本石油株式会社（現ＪＸエネルギー株式
会社）入社

5,000株

平成20年 ４月 同社執行役員中部支店長
平成22年 ７月 同社取締役常務執行役員小売販売本部長
平成25年 ４月 同社取締役常務執行役員
平成26年 ６月 同社代表取締役社長（現職）

ＪＸホールディングス株式会社取締役（現職）
当社取締役（現職）

〔重要な兼職の状況〕
ＪＸホールディングス株式会社取締役
ＪＸエネルギー株式会社代表取締役社長

10
おお

大
 

　
はし

橋
 

　
やす

康
 

　
とし

利
(昭和26年３月13日生)

昭和48年 ４月 日本国有鉄道入社

0株

平成16年 ６月 日本貨物鉄道株式会社執行役員総合企画本
部経営企画部長

平成17年６ 月 同社執行役員ロジスティクス本部副本部長
兼運輸車両部長

平成18年 ６月 同社執行役員ロジスティクス本部副本部長
兼運輸部長

平成19年 ６月 同社取締役ロジスティクス本部副本部長兼
運輸部長

平成21年６ 月 同社常務取締役ロジスティクス本部副本部
長兼運輸部長

平成22年 ６月 同社常務取締役ロジスティクス本部副本部
長兼計画推進部長

平成24年 ６月 当社取締役（現職）
平成25年 ６月 日本貨物鉄道株式会社専務取締役ロジス

ティクス本部長
平成26年 ６月 同社専務取締役鉄道ロジスティクス本部長
平成27年 ６月 同社取締役専務執行役員鉄道ロジスティク

ス本部長（現職）
〔重要な兼職の状況〕

日本貨物鉄道株式会社取締役専務執行役員
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

11
さか

坂
の

之
うえ

上
 

　
よう

洋
 

　
こ

子
(昭和40年２月10日生)

平成10年 ９月 ユーエス・スタイル・コム入社

0株

平成13年 ８月 ブルービーグル・インク設立
代表取締役社長

平成23年 ４月 日本グローバルヘルス協会（現一般社団
法人ジェイ・アイ・ジー・エイチ）最高
戦略責任者

平成24年４ 月 東京大学医学系研究科国際保健政策学部
非常勤講師

平成24年 ５月 観光庁ビジットジャパン・クリエイティブ
アドバイザー

平成27年６ 月 当社取締役（現職）
〔重要な兼職の状況〕

経営ストラテジスト、著作業
（注）⒈　※印は、新任取締役候補者であります。

⒉　杉森　務氏は、ＪＸエネルギー株式会社の代表取締役社長を兼務しており、当社は同社との間に石油
製品の鉄道タンク車・タンクローリー輸送等に関して取引関係があります。なお、その他の候補者と
当社との間には、特別の利害関係はありません。

⒊　坂之上洋子氏は、社外取締役候補者であります。
⒋　坂之上洋子氏は、海外における活動も含め、その幅広い見識と豊富な経験を当社の経営に生かすこと

ができるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の当社社外
取締役就任期間は本総会終結の時をもって１年間であります。

⒌　当社は、坂之上洋子氏との間で、同氏がその職務を行うにつき、善意であり、かつ重大な過失がない
ときは、社外取締役の会社に対する会社法第423条第１項の責任について、会社法第425条第１項に
定める額（当該社外取締役の報酬等の２年分に相当する額）を限度とする旨の契約（責任限定契約）
を締結しており、同氏が再任された場合、当該契約を継続する予定であります。

⒍　当社は、坂之上洋子氏について、東京証券取引所の上場規則に定める独立役員として、同取引所に対
し届出を行っており、同氏が再任された場合、引き続き独立役員とする予定であります。
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第４号議案　監査役３名選任の件
　本総会終結の時をもって監査役 吉田秀穂、佐藤　驍、原島正之の各氏は、任期満了となりますの
で、監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

1
よし

吉
だ

田
ひで

秀
ほ

穂
(昭和25年9月16日生)

昭和48年 4 月 当社入社

10,050株
平成15年 4 月 当社技術部長
平成21年 6 月 当社取締役技術部長
平成23年 6 月 当社取締役執行役員技術部長
平成26年 6 月 当社常勤監査役（現職）

2
※
と

戸
い

井
た

田
 

　
とし

俊 　
あき

明
(昭和24年9月26日生)

昭和43年 4 月 当社入社

30,000株

平成17年 4 月 当社人事部長
平成17年 6 月 当社取締役ＣＳＲ推進室長兼総務部長兼

人事部長
平成21年 4 月 当社取締役ＣＳＲ推進室長兼総務部長
平成23年 6 月 当社取締役執行役員ＣＳＲ推進室長兼総務

部長
平成25年 4 月 当社取締役執行役員人事部長（現職）

3
※
さ

佐
の

野
 

　
ゆたか

裕
(昭和27年12月20日生)

昭和56年11月 武蔵監査法人（現新日本有限責任監査法人）
入社

0株

昭和59年 1 月 監査法人朝日会計社（現有限責任 あずさ
監査法人）入社

昭和60年 3 月 公認会計士登録
平成13年 5 月 朝日監査法人（現有限責任 あずさ監査

法人）社員
平成19年 5 月 同法人代表社員
平成22年 7 月 同法人パートナー
平成27年 7 月 佐野公認会計士事務所を開設（現職）

（注）1.　※印は、新任監査役候補者であります。
2.　佐野　裕氏は、社外監査役候補者であります。
3.　佐野　裕氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関しての専門的知見を

当社の監査に反映していただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。
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4.　佐野　裕氏の選任が承認可決された場合、当社は、同氏との間で、同氏がその職務を行うに
つき、善意であり、かつ重大な過失がないときは、社外監査役の会社に対する会社法第423
条第１項の責任について、会社法第425条第１項に定める額（当該社外監査役の報酬等の
２年分に相当する額）を限度とする旨の契約（責任限定契約）を締結する予定であります。

5.　佐野　裕氏の選任が承認可決された場合、当社は、東京証券取引所の上場規則に定める独
立役員として、同取引所に対し届け出る予定であります。

6.　各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

第５号議案　役員賞与支給の件
　当期の業績等を総合的に勘案し、当期末に在籍していた取締役11名に対し総額52,160千円
（内社外取締役１名に2,000千円）、同監査役４名に対し総額10,650千円の役員賞与を支給いたし
たいと存じます。
　なお、各取締役および各監査役に対する金額は、取締役については取締役会に、監査役について
は監査役の協議にご一任願いたいと存じます。

以　上
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第99回 定時株主総会 会場ご案内図

会　場 東京都品川区大崎一丁目11番１号
ゲートシティ大崎ウエストタワー16階

最寄駅 大崎駅（山手線・埼京線・湘南新宿ライン
東京臨海高速鉄道りんかい線 ）

南改札口より連絡橋を渡り徒歩２分

（株主様用の駐車場はご用意しておりませんので、上記公共
交通機関をご利用くださいますようお願いいたします。 ）
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


